
激変！ FIT
再エネは次のステージへ

改正の目的

再エネ普及の原動力となってきた固定価格買取制度（FIT）が、大きく生まれ変わる。「再生可能エ
ネルギー特別措置法（FIT法）」を改正する法律が5月25日に成立し、来年4月1日より施行される。
FIT導入5年目にして初となる法改正。それは再エネ事業者に何をもたらし、日本のエネルギー事情
をどう変えていくのか。抜本的に見直されたFIT法（改正FIT法）のポイントを探った。

取材・文／廣町公則

※1.経産省が昨年7月に取りまとめた、2030年時点での電源構成の見通し。再エネ22～24％程度／原子力20～22％程度／ＬＮＧ火力27％程度／石炭火力26％程度／石油火力3％程度。
このうち再生可能エネルギーの内訳は、水力8.8％程度／太陽光7.0％程度／バイオマス3.7～4.6％程度／風力1.7％程度／地熱1～1.1％程度。
※2.エネルギーミックスはFITにおける買取費用に基づいて算出されており、再生可能エネルギーの買取に充てる費用は、2030年で4兆円が上限とされている。

再生可能エネルギーの最大限の導入と国民負担の抑制の両立

エネルギーミックス（※1）を
踏まえた電源間でバランス
の取れた導入を促進
＜FIT認定量の約9割が事業用太陽光＞

国民負担の抑制のため
コスト効率的な
導入を促進

＜買取費用が約2.3兆円に達する見込み。エネルギー
ミックスでは2030年に3.7～4兆円（※2）の見通し＞

電力システム改革の
成果を活かした効率的な
電力の取引・流通を実現
＜一昨年、九州電力等での接続保留問題が発生＞
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期
限
」
が
設
け
ら
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。

こ
れ
ま
で
に
は
な
か
っ
た
新
し
い
仕
組
み

だ
。
こ
こ
で
は
、
新
Ｆ
Ｉ
Ｔ
認
定
の
取
得

日
か
ら
、
事
業
開
始
ま
で
の
期
間
が
問
題

と
さ
れ
る
。
具
体
的
に
は
次
の
通
り
。

●
事
業
用
太
陽
光：

3
年

●
住
宅
用
太
陽
光：

1
年

こ
の
期
限
を
過
ぎ
た
場
合
に
は
、
事
業

用
太
陽
光
、
住
宅
用
太
陽
光
そ
れ
ぞ
れ
に

異
な
る
ペ
ナ
ル
テ
ィ
ー
が
課
せ
ら
れ
る
。

事
業
用
太
陽
光
の
場
合
は
、
認
定
時
の
価

格
か
ら
買
取
価
格
を
毎
年
一
定
割
合
（
経

産
省
例：

年
5
%
）
下
落
さ
せ
る
か
、
買

取
期
間
を
短
縮
さ
せ
る
な
ど
（
※
）。
住

宅
用
太
陽
光
の
場
合
は
、
認
定
の
失
効
と

い
う
厳
し
い
内
容
だ
。
こ
の
制
度
は
、
新

た
な
未
稼
働
案
件
の
発
生
を
未
然
に
防
ぐ

こ
と
が
目
的
と
さ
れ
る
。

こ
の
制
度
に
は
、厳
し
い
ペ
ナ
ル
テ
ィ
ー

が
あ
る
一
方
で
、
従
来
は
望
め
な
か
っ
た

特
典
も
用
意
さ
れ
て
い
る
。
運
転
開
始
期

限
内
で
あ
れ
ば
設
備
の
変
更
を
し
て
も
良

い
と
い
う
も
の
だ
。
こ
れ
ま
で
は
パ
ネ
ル

を
変
え
る
と
、
そ
の
時
点
の
Ｆ
Ｉ
Ｔ
価
格

新
し
い
Ｆ
Ｉ
Ｔ
認
定
制
度
に
お
け
る
最

大
の
変
更
ポ
イ
ン
ト
は
、
電
力
会
社
と
の

系
統
接
続
契
約
締
結
が
、
認
定
の
要
件
に

な
っ
た
こ
と
だ
。
こ
れ
ま
で
は
Ｆ
Ｉ
Ｔ
認

定
取
得
後
に
電
力
会
社
へ
の
系
統
接
続
申

込
み
を
し
て
い
た
が
、
新
制
度
で
は
順
番

が
逆
に
な
る
。
系
統
接
続
契
約
が
結
ば
れ

た
後
で
な
い
と
Ｆ
Ｉ
Ｔ
認
定
は
得
ら
れ
な

い
。こ

れ
は
事
業
認
定
と
い
う
考
え
方
を
具

現
化
し
た
も
の
で
、
系
統
接
続
契
約
が
結

ば
れ
て
い
る
案
件
は
事
業
実
施
の
確
実
性

が
高
い
と
の
判
断
に
よ
る
。
Ｆ
Ｉ
Ｔ
認
定

を
取
得
し
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
事
業
実

施
に
向
か
わ
ず
、
権
利
の
転
売
を
図
ろ
う

と
す
る
事
業
者
や
、
い
わ
ゆ
る
「
空
押
さ

え
」
を
防
ぐ
こ
と
が
目
的
だ
。

太
陽
光
発
電
を
対
象
に
、「
運
転
開
始

Ｆ
Ｉ
Ｔ
認
定
の
考
え
方
が
根
本
的
に
変
わ
っ
た
。
こ
れ
ま
で
は
「
発
電
設
備
」
が

基
準
に
適
合
す
る
か
が
問
わ
れ
た
が
、
こ
れ
か
ら
は
、「
事
業
の
内
容
」
が
問
わ

れ
る
こ
と
に
な
る
。
設
備
認
定
か
ら
事
業
認
定
へ
、
大
き
く
舵
を
切
っ
た
と
い
っ

て
良
い
。
事
業
実
施
の
確
実
性
や
、
運
転
開
始
後
の
維
持
管
理
ま
で
、
多
面
的
に

審
査
さ
れ
る
。

で
変
更
認
定
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な

か
っ
た
。
こ
れ
か
ら
は
パ
ネ
ル
を
変
え
て

も
Ｆ
Ｉ
Ｔ
価
格
は
変
わ
ら
な
い
。
新
し
い

安
価
な
パ
ネ
ル
を
導
入
し
て
、
事
業
性
を

高
め
る
こ
と
も
可
能
と
な
る
。

新
制
度
で
は
、
事
業
実
施
前
の
審
査
だ

け
で
な
く
、事
業
実
施
中
の
点
検
保
守
や
、

事
業
終
了
後
の
設
備
撤
去
も
重
視
さ
れ

る
。
一
定
の
遵
守
基
準
が
定
め
ら
れ
、
違

反
時
に
は
認
定
取
消
も
あ
る
と
い
う
。
発

電
事
業
と
し
て
の
長
期
安
定
性
を
見
据
え

た
措
置
と
い
え
る
だ
ろ
う
。

現
在
、
改
正
Ｆ
Ｉ
Ｔ
法
の
新
認
定
基
準

を
踏
ま
え
て
、
構
造
物
、
電
気
設
備
、
点

検
保
守
等
に
関
す
る
事
業
計
画
策
定
の
た

め
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
づ
く
り
が
進
め
ら
れ

て
い
る
。
太
陽
光
パ
ネ
ル
が
水
没
し
た
場

合
の
感
電
防
止
や
、
災
害
時
の
パ
ネ
ル
飛

散
を
防
ぐ
た
め
の
安
全
対
策
な
ど
、
技
術

基
準
の
整
備
に
つ
い
て
も
検
討
が
進
ん
で

い
る
。

発
電
設
備
の
増
加
に
伴
い
、
土
地
利
用

に
関
す
る
防
災
上
の
懸
念
や
地
域
住
民
と

の
ト
ラ
ブ
ル
が
生
じ
て
い
る
ケ
ー
ス
も
あ

り
、
地
域
社
会
と
の
共
生
と
い
う
観
点
か

ら
も
重
視
さ
れ
る
べ
き
取
組
み
だ
。

設
備
認
定
か
ら
事
業
認
定
へ

Ｆ
Ｉ
Ｔ
認
定
制
度

1
系
統
へ
の
接
続
契
約
締
結
が

Ｆ
Ｉ
Ｔ
認
定
の
要
件
に
な
る

「
運
転
開
始
期
限
」を
新
設
し

未
稼
働
案
件
の
発
生
を
防
ぐ

点
検
保
守
に
基
準
を
設
け

違
反
時
に
は
認
定
取
消
も

※
次
ペ
ー
ジ
に
み
る
入
札
対
象
の
事
業
用
太
陽
光

に
つ
い
て
は
、
入
札
参
加
要
件
な
ど
を
定
め
る
入

札
実
施
指
針
の
議
論
を
経
て
決
定
さ
れ
る
。

改正FIT法で、ここが変わる！

再生可能エネルギーの最大限導入と国民負担抑制の両立。それが改正FIT法に掲げられたテーマだ。そこには、未稼働案件
を整理し、コスト効率的な導入を促進するための様々な施策が盛り込まれている。来年4月1日より施行される改正FIT法だ
が、その影響は現行FITでの認定案件にも及ぶ。FIT改革への対応は、すべての再エネ事業者にとって最優先課題だ。

4
賦課金
減免制度が
変わる！

3
FIT電気の
買取義務者が
変わる！

2
買取価格の
決定方式が
変わる！

1
FIT

認定制度が
変わる！
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新
し
い
認
定
制
度
は
、
既
に
Ｆ
Ｉ
Ｔ
認

定
を
受
け
て
い
る
案
件
に
も
適
用
さ
れ

る
。
つ
ま
り
、
改
正
Ｆ
Ｉ
Ｔ
法
が
施
行
さ

れ
る
来
年
４
月
１
日
時
点
で
電
力
会
社

と
の
系
統
接
続
契
約
が
結
ば
れ
て
い
な
い

と
、
今
あ
る
認
定
は
失
効
し
て
し
ま
う
の

だ
。実

は
こ
れ
こ
そ
が
、
改
正
Ｆ
Ｉ
Ｔ
法
に

期
待
さ
れ
て
い
る
大
き
な
役
割
で
も
あ

る
。
大
規
模
太
陽
光
を
中
心
に
大
量
に
発

生
し
て
い
る
未
稼
働
案
件（
2
0
1
2
年・

2
0
1
3
年
度
認
定
案
件
の
う
ち
約
34
万

件
）
を
、
い
っ
き
に
整
理
し
よ
う
と
い
う

わ
け
だ
。
未
稼
働
案
件
の
淘
汰
に
よ
っ
て

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
導
入
可
能
量
が

増
え
れ
ば
、
事
業
性
の
高
い
、
低
コ
ス
ト

な
発
電
設
備
を
入
れ
て
い
く
こ
と
も
可
能

と
な
る
。
結
果
的
に
、
国
民
負
担
の
抑
制

に
も
つ
な
が
る
と
い
う
わ
け
だ
。

な
お
、
Ｆ
Ｉ
Ｔ
認
定
が
失
効
し
て
も
要

件
を
満
た
し
て
か
ら
改
め
て
認
定
を
受
け

る
こ
と
は
で
き
る
。
た
だ
し
、
新
規
申
請

と
同
様
に
扱
わ
れ
る
た
め
、
Ｆ
Ｉ
Ｔ
買
取

価
格
は
変
わ
っ
て
し
ま
う
。

改
正
Ｆ
Ｉ
Ｔ
法
が
求
め
る
電
力
会
社
と

の
系
統
接
続
契
約
に
は
、
連
係
承
諾
だ
け

で
な
く
工
事
負
担
金
契
約
も
含
ま
れ
る
た

め
、
申
込
み
か
ら
締
結
ま
で
に
か
な
り
の

期
間（
9
ヶ
月
程
度
）を
要
す
る
。
従
っ
て
、

こ
れ
か
ら
現
行
Ｆ
Ｉ
Ｔ
で
認
定
を
受
け
る

事
業
者
は
、
来
年
4
月
1
日
に
は
間
に
合

わ
な
い
。

こ
の
た
め
、
認
定
か
ら
改
正
Ｆ
Ｉ
Ｔ
法

施
行
日
（
来
年
４
月
1
日
）
ま
で
に
十
分

な
期
間
（
9
ヶ
月
）
を
確
保
で
き
な
い
案

件
に
は
、
認
定
か
ら
9
ヶ
月
間
の
猶
予
期

間
が
与
え
ら
れ
る
。
例
え
ば
、
9
月
1
日

の
Ｆ
Ｉ
Ｔ
認
定
案
件
な
ら
、
来
年
5
月
末

ま
で
に
系
統
接
続
契
約
を
締
結
す
れ
ば
良

い
こ
と
に
な
る
。

右
ペ
ー
ジ
に
記
し
た「
運
転
開
始
期
限
」

は
、
新
制
度
の
施
行
を
待
た
ず
に
前
倒
し

で
適
用
さ
れ
る
。
今
年
8
月
1
日
以
降
に

系
統
接
続
契
約
を
締
結
す
る
太
陽
光
案
件

が
、
す
べ
て
対
象
と
な
る
。
た
だ
し
、
こ

の
場
合
、
運
転
開
始
期
限
の
起
算
日
は
来

年
4
月
1
日
だ
。

既
存
の
認
定
案
件
へ
の
影
響

接
続
契
約
が
結
べ
な
い
と

認
定
が
失
効
し
て
し
ま
う

経
過
措
置
で
救
済

９
ヶ
月
の
猶
予
期
間

８
月
の
接
続
契
約
案
件
か
ら

「
運
転
開
始
期
限
」
を
適
用

「運転開始期限3年、
既認定事業者に戸惑いも」

稲葉総合法律事務所 
パートナー 弁護士・神庭豊久氏

　来年4月1日から施行される改正FIT法であるにもか
かわらず、運転開始期限については今年8月1日の接
続契約締結案件から対象になるということで、戸惑っ
ている事業者は少なくなく、この点に関する相談を多く
受けます。
　事業用太陽光で3年という運転開始期限の突然の
規制化は、開発開始時にはそのような規制がなく開発
計画に織り込んでいない事業者にとっては大問題で
す。事業計画の見直しを迫られるところも少なくないで
しょう。もっとも、運転開始が遅れている案件には、接
続ポイントまでの距離が遠く地権者との交渉が長引い
てしまったケースや、風水害の影響で工期が遅れてし
まったケースもあります。もちろん不適切な未稼働案
件も多々ありますが、そればかりではないのです。その
ため、運開遅延の判断にあたって新制度（案）が「個別
の事情は考慮しない」としていることには疑問が残りま
す。
　事業者側としては、当該規制が制定されることを見
据えて、各開発案件の法的・事実上の問題点を早急に
整理し、それらの早期解決策や書面準備を前倒しにし
つつ、重要点に絞った上での適切かつ迅速な電力会
社との交渉による接続契約締結及び地権者やファイ
ナンス提供者等との合意取得と開発促進を目指す必
要性が高まっているものと言えるでしょう。

S P E C I A L I S T S '  V I E W S

FIT認定の新旧比較
＜現行の認定時期＞

＜現行制度における認定基準（現行法6条）＞
第一項  発電設備が基準に適合すること 第一号  事業の内容が基準に適合すること

適切に点検・保守を行い、発電量の維持に努めること（新規）
定期的に費用、発電量等を報告すること（新規）
系統安定化等について適切に発電事業を行うこと（新規）
設備の更新又は廃棄の際に、不要になった設備を適切に処分すること（新規）

現行法  第6条第2項の内容
第二号  事業が円滑かつ確実に実施されると見込まれること ※省令委任なし
接続契約を締結していること（新規）
土地利用に関する法令を遵守すること（新規）
適正な期間内に運転開始すること（新規）
第三号  設備が基準に適合すること
発電設備の安全性に関する法令を遵守すること（新規）
設備の設置場所において事業内容等を記載した標識を掲示すること（新規）

現行法  第6条第1項の内容

3ヶ月以内に修理が可能な点検・保守体制があること
場所と設備の仕様が決定していること
電気の量を適確に計測できる構造であること
RPS設備ではないこと
設備で使用する電気は発電した電気を充てること
分割しないこと　等
第二項  発電の方法が基準に適合すること
費用を記録すること
他事業のバイオマス調達に著しく影響を及ぼさないこと（バイオマス）  等

＜新認定基準（新法9条3項）＞

＜改正FIT法における認定時期＞

事業化
検討

事業化
検討

系統接続
の申込

系統接続
の申込

運転
開始

運転
開始

系統接続の調整

系統接続の調整

工事等

工事等

系統接続の契約締結
（連系承諾＋

工事費負担金契約）

系統接続の契約締結
（連系承諾＋

工事費負担金契約）

FIT認定
（設備認定）

FIT認定
（事業認定）
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価
格
」
で
も
な
い
。
Ｆ
Ｉ
Ｔ
＝
固
定
価
格

買
取
制
度
の
根
幹
に
関
わ
る
改
革
で
あ
る

だ
け
に
、
今
後
の
詳
細
制
度
設
計
に
も
注

目
し
て
い
き
た
い
。

大
規
模
な
太
陽
光
発
電
を
対
象
に
、
入

札
制
度
が
導
入
さ
れ
る
。
基
本
的
な
流
れ

は
、
ま
ず
経
産
省
が
入
札
量
・
参
加
条
件
・

上
限
価
格
な
ど
の
「
入
札
実
施
指
針
」
を

策
定
。参
加
を
希
望
す
る
発
電
事
業
者
が
、

「
再
エ
ネ
発
電
事
業
計
画
」
を
提
出
。
こ
の

計
画
が
認
め
ら
れ
た
発
電
事
業
者
が
、
希

望
す
る
買
取
価
格
（
発
電
し
た
電
力
を
買

い
取
っ
て
も
ら
う
価
格
）
と
出
力
を
入
札

す
る
と
い
う
も
の
だ
。
よ
り
安
い
買
取
価

格
を
提
示
し
た
発
電
事
業
者
か
ら
順
に
落

札
し
、
認
定
を
受
け
る
こ
と
に
な
る
。

経
産
省
は
、
こ
れ
に
よ
り
発
電
コ
ス
ト

の
安
い
事
業
者
の
参
入
が
優
先
さ
れ
、
買

取
費
用
が
抑
え
ら
れ
る
と
ア
ピ
ー
ル
す
る
。

た
だ
し
、
大
規
模
な
太
陽
光
発
電
を
対
象

に
す
る
と
い
っ
て
も
、
そ
れ
が
何
kW
か
ら

な
の
か
な
ど
、
詳
細
は
決
ま
っ
て
い
な
い
。

諮
問
機
関
の
審
議
な
ど
を
経
て
、
今
秋
以

降
、
省
令
と
し
て
発
表
さ
れ
る
予
定
だ
。

入
札
は
、「
全
量
買
取
」
で
も
「
固
定

Ｆ
Ｉ
Ｔ
に
よ
る
再
エ
ネ
の
買
取
費
用
は
、再
エ
ネ
賦
課
金
と
い
う
国
民
負
担
に
よ
っ

て
賄
わ
れ
て
い
る
。
導
入
量
を
増
や
し
つ
つ
、
国
民
負
担
を
抑
え
る
に
は
、
買
取

価
格
を
下
げ
て
い
く
し
か
な
い
。
今
回
、そ
の
切
り
札
と
し
て
登
場
し
た
の
が
、「
入

札
制
度
」
だ
。
買
取
価
格
決
定
に
競
争
原
理
を
持
ち
込
も
う
と
す
る
新
制
度
の
中

身
と
は
？

コ
ス
ト
効
率
的
な
導
入
を
目
指
す

買
取
価
格
の
決
定
方
式

2
大
規
模
な
事
業
用
太
陽
光
に

「
入
札
制
度
」
を
導
入

「海外の入札事情。再エネ
価格が下がらないことも」
公益財団法人 自然エネルギー財団
事業局長・大林ミカ氏

　太陽光のコストが下がり競争力をもったことで、入札制度が世界
的に進んでいます。しかしコストの効率化という意味で成功している
のは、アラブ首長国連邦やインド、ブラジルなど、日本とは日照量も
土地の価格も異なる国々です。
　日本に条件が近い欧州先進国をみると、入札が自然エネルギー
のコスト低減に役立っているとはいえないケースも少なくありませ
ん。先行していたフランスなどでは、入札価格よりもFIT価格の方が
安いという逆転現象も生じました。ドイツも同じ状況です。
　また、入札には資本力のある企業でないと参加しにくいという問
題も指摘されています。それでも欧州で入札の導入が進められてい
るのは、欧州委員会の方針と、また、すでに自然エネルギーが大幅
導入され、ある程度自然エネルギーの導入量をコントロールしたい
思惑もあるでしょう。ドイツの入札もそこに大きな狙いがあります。
　つまり、入札といっても、その中身は国によってまちまちです。これ
から導入に向けては、日本の実情にフィットした詳細制度設計がな
によりも重要になってきます。

S P E C I A L I S T S '  V I E W S

入札制度のイメージ

入札対象の決定 入札プロセス

調達価格等算定委の
意見を聴いて指針等を策定
（第4条第2項＆第5条第4項）

具体的入札詳細事項（第5条第2項）
・電源規模（1号）
・入札量（2号）
・参加要件（3号）
・保証金（4号）
・上限価格（5号）
・価格決定方式（6号）
・調達期間（7号）
・FIT認定申請期限（8号）
・その他（9号）

・全国一律にて実施
・年1～3回程度を想定

数ヶ月～半年程度

経
産
省
等

実施指針の
公表

（第5条第4項）

入札結果の
公表

（第7条第8項）

入札の実施
（第7条第2項）

FIT認定の
申請

FIT認定
入札参加
資格の
確認・通知
（第7条第1項）

再エネ
発電事業
計画の提出

入札
希望する買取価格及び

出力を入札

落札者の
決定・通知
（第7条第7項）

入札対象区分
等を指定
（第4条第1項）

入札実施指針の
策定

（第5条第1項）

提出された発電事業計画が
入札実施指針に照らし、
適切なものであるか確認
→適切な事業実施を求める

【
入
札
に
関
す
る
罰
則
】

こ
の
入
札
に
お
い
て
談
合
し
た
事
業
者
に
は
、3
年
以

下
の
懲
役
も
し
く
は
2
5
0
万
円
以
下
の
罰
金
が
科

せ
ら
れ
る
。官
製
談
合
の
場
合
、国
の
職
員
は
5
年
以

下
の
懲
役
ま
た
は
2
5
0
万
円
以
下
の
罰
金
に
処
せ

ら
れ
る
。

発電事業者

リ
ー
ド
タ
イ
ム
の
長
い
電
源
に
つ
い
て

は
、
あ
ら
か
じ
め
複
数
年
分
の
買
取
価
格

が
示
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。風
力・地
熱・

水
力
・
バ
イ
オ
マ
ス
が
、
こ
の
対
象
に
な

る
。
こ
れ
に
よ
り
、
環
境
ア
セ
ス
メ
ン
ト

や
地
元
調
整
な
ど
に
時
間
を
要
す
る
案
件

で
あ
っ
て
も
、
先
々
の
見
通
し
が
立
つ
よ

う
に
な
る
。
数
年
後
に
認
定
を
受
け
る
際

の
買
取
価
格
が
分
か
る
の
で
、
事
業
リ
ス

ク
は
軽
減
さ
れ
る
。
事
業
の
予
見
可
能
性

が
高
ま
る
メ
リ
ッ
ト
は
大
き
い
。

複
数
年
と
は
3
〜
4
年
程
度
と
思
わ
れ

る
が
、
ど
の
電
源
を
何
年
先
ま
で
と
す
る

か
な
ど
、
詳
細
設
計
は
こ
れ
か
ら
。
電
源

ご
と
の
特
性
を
勘
案
し
て
決
定
さ
れ
る
。

リ
ー
ド
タ
イ
ム
の
長
い
電
源
に
は

複
数
年
の
買
取
価
格
を
設
定
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送
配
電

事
業
者

た
め
に
省
エ
ネ
を
し
な
い
な
ど
の
問
題
も

生
じ
て
い
た
。

改
正
Ｆ
Ｉ
Ｔ
法
で
は
、
省
エ
ネ
の
取
組

状
況
な
ど
を
確
認
し
、
そ
れ
に
応
じ
た
減

免
率
が
適
用
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。
詳

細
に
つ
い
て
は
、
今
後
、
政
省
令
で
規
定

さ
れ
る
。

ら
れ
た
事
業
者
。
こ
れ
ま
で
は
電
力
販
売

を
行
う
小
売
電
気
事
業
者
が
買
取
義
務
者

だ
っ
た
が
、
改
正
Ｆ
Ｉ
Ｔ
法
の
も
と
で
は

送
配
電
事
業
者
が
買
取
義
務
者
と
な
る
。

送
配
電
事
業
者
と
は
、
電
力
の
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
部
門
を
担
う
事
業
者
で
あ
り
、
電

力
小
売
全
面
自
由
化
後
も
大
手
電
力
10
社

が
実
質
的
に
こ
れ
に
あ
た
っ
て
い
る
。
今

後
、
再
エ
ネ
導
入
量
を
拡
大
し
て
い
く
た

め
に
は
、
供
給
量
を
予
測
し
な
が
ら
需
給

バ
ラ
ン
ス
を
と
っ
て
い
く
こ
と
が
不
可
欠

だ
。
そ
の
た
め
に
は
、
Ｆ
Ｉ
Ｔ
に
よ
っ
て

買
い
取
っ
た
再
エ
ネ
電
気
（
Ｆ
Ｉ
Ｔ
電
気
）

を
広
域
的
・
安
定
的
に
運
用
す
る
こ
と
が

求
め
ら
れ
る
。
送
配
電
事
業
者
に
よ
る
買

取
り
に
は
、
そ
う
し
た
効
果
も
期
待
さ
れ

て
い
る
。

一
方
で
、
小
売
電
気
事
業
者
は
来
年
4

月
1
日
以
降
、
発
電
事
業
者
と
新
た
な
買

取
契
約
を
結
ぶ
こ
と
が
で
き
な
く
な
る
。

こ
れ
ま
で
の
よ
う
に
再
エ
ネ
発
電
事
業
者

か
ら
Ｆ
Ｉ
Ｔ
電
気
を
直
接
調
達
す
る
こ
と

は
、
も
う
で
き
な
い
（
た
だ
し
、
来
年
4

月
1
日
ま
で
に
結
ば
れ
た
買
取
契
約
に
つ

い
て
は
、
引
き
続
き
小
売
電
気
事
業
者
に

よ
る
直
接
買
取
り
が
認
め
ら
れ
る
）。

今
後
、
Ｆ
Ｉ
Ｔ
電
気
を
調
達
し
た
い
小

売
電
気
事
業
者
は
ど
う
し
た
ら
良
い
の

か
。
再
エ
ネ
由
来
の
電
気
を
買
い
た
い
と

い
う
消
費
者
の
ニ
ー
ズ
に
、
小
売
電
気
事

業
者
は
ど
の
よ
う
に
応
え
る
こ
と
が
で
き

る
の
か
。

改
正
Ｆ
Ｉ
Ｔ
法
で
は
、
小
売
電
気
事
業

者
に
よ
る
Ｆ
Ｉ
Ｔ
電
気
の
調
達
（
仕
入
れ
）

に
関
し
て
、
2
つ
の
パ
タ
ー
ン
が
想
定
さ

れ
て
い
る
。
1
つ
は
、
卸
電
力
取
引
市
場

で
の
買
い
付
け
（
図
1
）。
送
配
電
事
業

者
が
手
に
入
れ
た
Ｆ
Ｉ
Ｔ
電
気
は
、
原
則

と
し
て
、
卸
電
力
取
引
市
場
を
経
由
し
て

小
売
電
気
事
業
者
に
引
き
渡
す
こ
と
と
さ

れ
て
い
る
。

た
だ
し
、
卸
電
力
取
引
市
場
で
取
引

さ
れ
る
電
力
に
は
Ｆ
Ｉ
Ｔ
電
気
等
の
区
別

は
な
く
、
す
べ
て
同
じ
も
の
と
し
て
扱
わ

れ
て
し
ま
う
。
現
状
で
は
、
Ｆ
Ｉ
Ｔ
電
気

だ
け
を
選
ん
で
仕
入
れ
る
こ
と
は
で
き
な

い
。
Ｆ
Ｉ
Ｔ
改
正
と
と
も
に
、
卸
電
力
取

引
市
場
の
ル
ー
ル
に
も
見
直
し
が
求
め
ら

れ
る
と
こ
ろ
だ
。

し
か
し
、
2
つ
め
の
パ
タ
ー
ン
で
あ
る

「
電
源
・
供
給
先
固
定
型
」（
図
2
）
を
使

え
ば
、
特
定
の
発
電
事
業
者
か
ら
F
I
T

電
気
を
得
る
こ
と
も
で
き
る
。
発
電
事
業

者
A
と
小
売
電
気
事
業
者
B
が
個
別
に
契

約
を
結
ん
で
い
る
ケ
ー
ス
だ
。
こ
の
場
合
、

送
配
電
事
業
者
が
発
電
事
業
者
A
か
ら
買

い
取
っ
た
電
気
は
、
小
売
電
気
事
業
者
B

に
限
定
し
て
供
給
さ
れ
る
。

こ
の
仕
組
み
を
使
え
ば
、
再
エ
ネ
の
地

産
地
消
な
ど
電
源
を
特
定
し
た
電
力
サ
ー

ビ
ス
を
行
う
こ
と
も
可
能
と
な
る
。
ま
た
、

こ
の
場
合
、
小
売
電
気
事
業
者
は
需
要
家

に
対
し
て
「
当
社
は
地
元
の
○
○
発
電
所

が
発
電
し
た
Ｆ
Ｉ
Ｔ
電
気
を
販
売
し
て
い

ま
す
」
と
発
電
所
名
を
ア
ピ
ー
ル
す
る
こ

と
も
で
き
る
。

現
行
Ｆ
Ｉ
Ｔ
法
で
は
、
電
力
多
消
費
事

業
者
に
対
し
て
賦
課
金
負
担
の
８
割
を
一

律
に
減
免
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。
国
民

負
担
が
増
大
し
て
い
る
な
か
、
疑
問
の
声

も
多
か
っ
た
。
さ
ら
に
、
減
免
を
受
け
る

買
取
義
務
者
の
変
更
が
、
小
売
電
気
事

業
者
に
与
え
る
影
響
は
少
な
く
な
い
。
買

取
義
務
者
と
は
、
発
電
事
業
者
が
発
電
し

た
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
電
気
を
、
Ｆ
Ｉ

Ｔ
に
よ
っ
て
買
い
取
る
こ
と
が
義
務
付
け

電
力
小
売
全
面
自
由
化
の
も
と
、
小
売
電
気
事
業
者
は
電
力
の
調
達
に
工
夫
を
凝

ら
し
て
き
た
。
再
エ
ネ
由
来
の
電
気
を
ア
ピ
ー
ル
す
る
小
売
電
気
事
業
者
に
と
っ

て
、Ｆ
Ｉ
Ｔ
に
よ
る
電
源
確
保
は
重
要
な
テ
ー
マ
だ
っ
た
。改
正
Ｆ
Ｉ
Ｔ
法
に
よ
り
、

再
エ
ネ
電
気
の
「
買
取
義
務
者
」
が
変
わ
る
。
電
力
小
売
市
場
へ
の
影
響
は
？

送
配
電
事
業
者
に
よ
る
買
取
り

再
エ
ネ
賦
課
金
は
Ｆ
Ｉ
Ｔ
買
取
費
用
の
原
資
と
な
る
も
の
で
あ
り
、
広
く
国
民
全

体
か
ら
徴
収
さ
れ
て
い
る
。
一
般
に
は
電
気
使
用
量
に
比
例
し
て
徴
収
さ
れ
る
が
、

実
は
、電
力
を
多
く
消
費
す
る
企
業
に
対
し
て
は
減
免
措
置
も
講
じ
ら
れ
て
き
た
。

今
回
の
改
正
で
は
、
そ
の
内
容
が
見
直
さ
れ
た
。

電
力
多
消
費
事
業
の
減
免
見
直
し

賦
課
金
減
免
制
度

4

F
I
T
電
気
の
買
取
義
務
者

3

省
エ
ネ
努
力
も
考
慮
し
た

賦
課
金
減
免
率
を
設
定

広
域
的
・
安
定
的
運
用
に
向
け

買
取
義
務
を
送
配
電
事
業
者
に

Ｆ
Ｉ
Ｔ
電
気
は

卸
電
力
取
引
市
場
へ

個
別
契
約
に
よ
り

再
エ
ネ
の
地
産
地
消
も
可
能

FIT電気の流れのイメージ
市場経由型図1

電源・供給先固定型図2

送
配
電
事
業
者

卸
電
力
取
引
市
場

発電
事業者

発電
事業者

※FIT発電事業者と小売との間に個別の契約が締結されていることが必要。
※あくまで送配電事業者が買い取った上で、小売電気事業者に供給。

発電
事業者A

小売電気
事業者B

小売電気
事業者

小売電気
事業者

市場での買い付け

市場での買い付け
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